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Ⅰ 調査概要

1． 調査目的

　本調査は、全国の住民参加型在宅福祉サービス団体（※）の活動の状況を明らかにし、今後の住民参加
型在宅福祉サービスと地域福祉の発展のための基礎データを集積することを目的として実施した。

2． 調査対象

　平成20年12月1日現在、活動している住民参加型在宅福祉サービス団体を対象に、その活動状況について調査
した。

3． 調査方法

　調査票は、平成20年度に、本会で把握する住民参加型在宅福祉サービス団体2,177団体に郵送し、郵送及び
FAXにて回収した。

4． 調査時期

　平成20年12月1日時点

5． 回収数

　322団体（回収率14.8％）

※「住民参加型在宅福祉サービス団体」とは

●地域住民の参加を基本として、

① 営利を目的とせず、

② 住民相互の対等な関係と助け合いを基調として、

③ 有償・有料制、あるいは「時間貯蓄制度」「点数預託制度」などによって行う家事援助、介護サービス（ホー
ムヘルプサービス）

等を中心とした在宅福祉サービスである。

●こうしたサービス（活動）を行う団体を「住民参加型在宅福祉サービス団体」といい、

住民の自主組織として組織されているものの他、市区町村社会福祉協議会、生活協同

組合、農業協同組合、福祉公社・事業団、社会福祉施設等が運営するものがある。

また、同団体は、上記の「助け合い活動」とともに、介護保険制度や障害者自立支援

法等に基づくサービスをあわせて実施するところもある。
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Ⅰ 調査概要

　　　　　　組織の運営形態（問2）の選択肢     
　住民の自主的な会員組織である     
　市区町村社会福祉協議会が運営している     
　生活協同組合が運営している     
　サービス生産協同組合（ワーカーズコレクティブ）である     
　JA（農業協同組合）が運営している     
　行政設置による第3セクター（福祉公社、事業団等）である     
　社会福祉施設が運営している     
　ファミリーサービスクラブである     
　その他     　

　　　　　類　　型 回答数
　住民互助型 152 
　社協運営型 111 
　生協型 17 
　ワーカーズコレクティブ 12 
　農協型 5 
　行政関与型 3 
　施設運営型 3 
　ファミリーサービスクラブ 0 
　その他 19 
　全体 　　322 

　1990年度以前 16.1%
　1991年度～1995年度 22.1%
　1996年度～2000年度 32.6%
　2001年度以降 26.7%
　無回答 2.5%

 Ａ 住民互助型 47.2%
 Ｂ 社協運営型 34.5%
 Ｃ 生協型 5.3%
 Ｄ ワーカーズコレクティブ 3.7%
 Ｅ 農協型 1.6%
 Ｆ 行政関与型 0.9%
 Ｇ 施設運営型 0.9%
 Ｈ その他 5.9%

6． 調査内容

○団体の組織体制・運営について
○会員の状況・収支について
○サービス、活動事業の内容について
○その他について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※詳細は、巻末調査票を参照。

7． 報告書の記載方法について（凡例）

  組織の運営形態の類型化について
　本報告書においては、組織の運営形態（調査票問2）を、以下のような類型（呼称）として分類し、集計分析を行っ
た。以下、この類型（呼称）によって記述する。

8． 調査結果の概要（無回答は省略）

（1）  事業開始年度
○1991年度以降が83.9％を占めている。

（2）  運営形態
○「住民互助型」と「社協運営型」が
　中心。合計81.7％
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全体 77.0%
Ａ　住民互助型 71.1%
Ｃ　生協型 35.3%
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 83.3%
Ｅ　農協型 60.0%

 特定非営利活動法人 50.4%
 財団法人 0.8%
 社団法人 0.8%
 有限会社 0.0%
 生活協同組合 2.9%
 農業協同組合 1.6%

■ 住民互助型等の法人化率 ■ 住民互助型等の法人格の種類

 全体 82.9%
 Ａ　住民互助型 80.3%
 Ｂ　社協運営型 88.3%
 Ｃ　生協型 82.4%
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 75.0%
 Ｅ　農協型 60.0%
 Ｆ　行政関与型 100.0%
 Ｇ　施設運営型 100.0%
 Ｈ　その他 78.9%

 全体 161.5  96.1  1.7   
 Ａ　住民互助型 110.3  46.8  2.4   
 Ｂ　社協運営型 203.9  149.8  1.4   
 Ｃ　生協型 427.2  246.8  1.7   
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 100.3  34.7  2.9   
 Ｅ　農協型 84.0  39.2  2.1   
 Ｆ　行政関与型 230.3  101.3  2.3   
 Ｇ　施設運営型 24.0 2.3  10.4  
 Ｈ　その他 156.0 110.2  1.4   

 全体 81.7%
 Ａ　住民互助型 84.2%
 Ｂ　社協運営型 87.4%
 Ｃ　生協型 88.2%
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 66.7%
 Ｅ　農協型 60.0%
 Ｆ　行政関与型 66.7%
 Ｇ　施設運営型 33.3%
 Ｈ　その他 47.4%

類　　　型 利用者登録数
（A）

担い手登録数
（B）

担い手一人あたりの
登録者数（A/B）

（３）  住民互助型等の法人化率と法人格の種類 ※社協運営型、行政関与型、施設運営型を除く

○法人化率は77.0％。

（４）  事務所の所有率 （５）  助け合い活動における会員制の割合
○事務所が「ある」は82.9％。 ○会員制を「採用している」は81.7％。

（６）  助け合い活動の利用者登録、 担い手登録数 （１組織あたりの平均）
○１組織あたりの利用者登録数は161人、担い手登録者数は96人。
○担い手一人あたりの登録者数は約2人。
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 全体 6.3  0.9  31.3  2.1  30.5  5.8  13.4  5.8 96.1 
 Ａ　住民互助型 2.3  0.5  17.5  1.0  16.1  3.1  4.5  1.9 46.9 
 Ｂ　社協運営型 8.1  0.9  38.4  3.0  48.8  10.2  28.2  12.1 149.7 
 Ｃ　生協型 13.8  1.2  109.1  5.7  86.4  8.8  20.4  1.4 246.8 
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 2.2  0.0  22.6  0.4  6.8  1.5  1.1  0.1 34.7 
 Ｅ　農協型 0.0  0.0  12.2  0.0  23.0  0.0  4.0  0.0  39.2
 Ｆ　行政関与型 13.7  1.3  35.0  2.7  30.3  4.3  9.3  4.7 101.3 
 Ｇ　施設運営型 0.0  0.0  0.7  0.3  0.7  0.0  0.7  0.0 2.4 
 Ｈ　その他 24.4  4.5  4.5  3.9  11.1  4.0  5.7  11.1  69.2

類　　　　型 合計
 20～30代 40～50代 60代 70代以上 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性
 

  サービスの種類 実施率
  1.  家事援助 84.0%
  2.  介護 54.7%
  3.  入浴 66.7%
  4.  食事（配食） 43.7%
  5.  外出援助 73.3%
  6.  車による移送サービス 37.1%
  7.  デイサービス 23.9%
  8.  宅老所 5.0%
  9.  作業所・自立支援・就労移行／継続支援 5.7%
 10. ショートステイ・宿泊 6.6%

 サービスの種類 実施率
 11. グループホーム 4.4%
 12. 住宅改造 5.0%
 13. 相談・助言 41.5%
 14. 話し相手 67.3%
 15. サロン活動 31.5%
 16. 保育・教育サービス 30.2%
 17. 財産管理・保全サービス 8.5%
 18. 小規模多機能型居宅介護 2.5%
 19. 居宅介護支援（ケアマネージャー） 23.6%

 

全体 39.0% 9.9% 51.1% 39.6% 11.7% 48.7%
Ａ　住民互助型 37.2% 12.2% 50.6% 37.6% 14.7% 47.7%
Ｂ　社協運営型 41.0% 7.4% 51.6% 41.8% 7.5% 50.7%
Ｃ　生協型 28.4% 2.2% 69.4% 29.7% 2.2% 68.1%
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 37.9% 8.5% 53.6% 41.9% 18.9% 39.2%
Ｅ　農協型 99.0% 0.0% 1.0% 49.0% 0.0% 51.0%
Ｆ　行政関与型 61.5% 4.0% 34.5% 72.5% 5.0% 22.5%
Ｇ　施設運営型 61.7% 36.0% 2.3% 61.7% 36.0% 2.3%
Ｈ　その他 33.7% 6.4% 59.9% 38.7% 8.0% 53.3%

類　　　　型
  サービス利用者 活動時間

（７）  年代別、性別助け合い活動の担い手登録者の数（１組織あたりの平均）
○担い手登録の内訳は、下記の通りである。

（８）  サービスの実施率（複数回答）
○行っているサービスは、「家事援助」（84.0％）、「外出援助」（73.3％）、「話し相手」（67.3％）などの順で多い。

（９）  ホームヘルプサービス利用者の該当制度の内訳
○サービス利用者、活動時間ともに介護保険サービスが約39％、サービス時間の障害福祉サービスが約10％、活動
時間の障害福祉サービスは約12％。

Ⅰ 調査概要
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4

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 288 4,247.5 14.9% 1.5% 48.0%
 144 3,355.1 15.0% 1.3% 59.0%
 95 3,860.1 11.2% 1.3% 42.0%
 15 1,960.6 19.9% 4.0% 47.9%
 11 2,414.9 34.4% 0.6% 43.6%
 3 147.3 27.6% 9.7% 0.0%
 3 11,488.7 18.1% 8.3% 0.0%
 2 6,613.5 0.0% 2.8% 10.6%
 5 17,955.9 17.3% 1.0% 44.6%

類　　　型 有効
回答数

収入総額
（万円）

助け合い活動
の利用料収入 会費収入 介護保険に

関わる収入

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 8.6% 8.9% 3.1% 2.9% 12.2%
 8.3% 4.6% 2.4% 1.1% 8.3%
 5.8% 9.8% 6.1% 0.6% 23.1%
 2.5% 0.2% 2.5% 0.1% 22.7%
 9.1% 8.1% 0.7% 0.4% 3.1%
 0.0% 15.4% 30.5% 3.4% 13.3%
 0.0% 13.5% 5.5% 54.3% 0.3%
 76.0% 0.0% 4.0% 3.6% 3.0%
 11.3% 16.2% 0.3% 3.0% 6.2%
    

類　　　型 自立支援法
制度等収入

行政からの
事業委託収入

助成金
収入 その他寄附金

収入

（１０）  助け合い活動と介護保険事業の両方を行っている場合の担い手の区分
○「別々の者が行っている」16.8％、「同じ者が行っている」が36.5％

（１１）  平成19年度収入総額（1組織あたりの平均）と内訳
○平成19年度の1組織あたりの収入総額は4,247.5万円。
　内訳は、介護保険収入が48.0％など。

全体 16.8% 32.5% 40.1% 36.5%
Ａ　住民互助型 4.6% 42.7% 8.4% 51.1%
Ｂ　社協運営型 37.1% 15.7% 0.0% 15.7%
Ｃ　生協型 14.3% 14.3% 0.0% 14.3%
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 0.0% 66.7% 0.0% 66.7%
Ｅ　農協型 40.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Ｆ　行政関与型 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%
Ｇ　施設運営型 33.3% 33.3% 0.0% 33.3%
Ｈ　その他 5.6% 44.4% 0.0% 44.4%

類　　　　型

同じ者が行っているが、
助け合い事業を行って
いる時と、介護保険事業
を行っている時と別々に
管理している（A)

別々の者が
行っている （A＋B）

同じ者が行っているが、助
け合い事業を行っている
時と、介護保険事業を行
っている時と特に管理の
区別はしていない（B)
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1.　内容にかかわらず定額

2.　日常生活のお手伝い（家事援助等）

3.　介護・介助

4.　給食・配食

5.　移送

6.　いきいきサロン・ミニデイ（たまり場）の提供

7.　その他   

 1時間 828.9 1時間 688.2
 1　回 770.2 1　回 735.4
 1時間 886.3 1時間 759.9
 1　回 745.0 1　回 625.0
 1時間 1,060.9 1時間 859.6
 1　回 933.3 1　回 716.7
 1　食 596.2 1時間 528.4
   1　回 518.9
 1　回 673.8 1時間 567.1
   1　回 586.3
 1　回 787.5 1　回 626.8
   
 1時間 1,022.8 1時間 925.6
 1　回 3,340.0 1　回 2,740.0

サービスの種類 利用料
金額（円）

担い手の受取額
金額（円）

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 178 5,798.2 3,284.1 56.6% 
 105 3,998.8 2,424.1 60.6% 
 46 5,582.3 3,821.1 68.5% 
 5 4,229.1 3,342.3 79.0% 
 7 2,760.3 1,380.7 50.0% 
 1 86.0 2.0 2.3% 
 3 7,529.0 133.3 1.7% 
 2 6,683.5 4,972.0 74.3% 
 9 30,975.9 13,059.3 42.1% 

類　　　型 有効
回答数

総支出額
（万円）
A

支出総額のうちの
介護保険関連事業（万円）

B
B／A

（１２）  支出総額における介護保険関連事業費
○平成19年度の支出総額に占める介護保険関連事業費の割合は、全体では56.6％。

（１３）  サービスの種類ごとの利用料、担い手の受取額（平均）

Ⅰ 調査概要
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 選択肢 回答数 割合
全体 322  100.0%
1970年度以前 2  0.6%
1971年度～1980年度 2  0.6%
1981年度～1990年度 48  14.9%
1991年度～1995年度 71  22.1%
1996年度～2000年度 105  32.6%
2001年度以降 86  26.7%
無回答 8  2.5%

■ 図表1　事業開始年度

1970年度
以前
0.6%

1971～1980
年度
0.6%

1981～1990
年度
14.9%

1991～1995
年度
22.1%

1996～2000
年度
32.6%

2001年度
以降
26.7%

無回答
2.5%

1．  事業開始年度（問1）

　事業開始年度は1990年代の割合が多く、1991年～1995年度22.1％、1996年～2000年度32.6％
で、合計54.7％である。これに2001年度以降に事業を開始した26.7％を加えると81.4％となり、全体の4分
の3が1990年代以降に事業を開始していることがわかる。1990年以前の開始は、1981～1990年度が
14.9％などとなっている。（図表１・表＆グラフ）

Ⅱ 調査結果
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 類型 回答数 割合
 全体 322  100.0%
 Ａ　住民互助型 152  47.2%
 Ｂ　社協運営型 111  34.5%
 Ｃ　生協型 17  5.3%
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 12  3.7%
 Ｅ　農協型 5  1.6%
 Ｆ　行政関与型 3  0.9%
 Ｇ　施設運営型 3  0.9%
 Ｈ　その他 19  5.9%

■ 図表2　運営形態

行政関与型
0.9%

農協型
1.6%

ワーカーズ
コレクティブ
3.7%

生協型
5.3%

社協運営型
34.5%

住民互助型
47.2%

施設運営型
0.9%

その他
5.9%

2．   運営形態（問2）

　組織の運営形態（類型：3ページ参照）は、「住民互助型」の割合が47.2％で最も多く、次いで「社協運営
型」が34.5％で、この両者で全体の81.7％を占めている。このほかの運営形態は6％以下となっている。（図
表２・表＆グラフ）

Ⅱ 調査結果
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0 20 40 60 80 100

 類型 全体 法人格を持っている 法人化率
 全体 322  248  77.0%
Ａ　住民互助型 152  108  71.1%
Ｃ　生協型 17  6  35.3%
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 12  10  83.3%
Ｅ　農協型 5  3  60.0%
Ｈ　その他 19  15  78.9%

■ 図表4　住民互助型等の法人化率の類型別比較

■ 図表5　住民互助型等の法人格の有無（法人化率）×類型別　

■ 図表3　住民互助型等の法人格の有無

法人格を
持っている
77.0%

法人格を
持っていない
23.0%

 全体

 A 住民互助型 

 C 生協型 

 D ワーカー 

 E 農協型 

 H その他 

71.1%

35.3%

83.3%

60.0%

78.9%

77.0%

3．  法人格の有無（法人化率・問3）※社協運営型、行政関与型、施設運営型を除く

　法人格の有無をみると、「持っている（法人化率）」割合は全体の77.1％、これに対し「持っていない」は
23.0％である。（図表３）
　類型別でみると、「D　ワーカーズコレクティブ」が83.3％で最も高く、次いで「A　住民互助型」が71.1％、
「E　農協型」が60％などとなっている。（図表４・５）
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 選択肢 回答数 割合
 全体 244  100.0%
 特定非営利活動法人 123  50.4%
 社会福祉法人 103  42.2%
 財団法人 2  0.8%
 社団法人 2  0.8%
 有限会社 0  0.0%
 生活協同組合 7  2.9%
 農業協同組合 4  1.6%
 その他 3  1.2%

■ 図表6　住民互助型等の法人格の種類

有限会社
0.0%

社団法人
0.8%

農業協同組合
1.6%

財団法人
0.8%

社会福祉法人
42.4%

特定非営利
活動法人
50.4%

生活協同組合
2.9%

その他
1.2%

4．  法人格の種類（問3）

　法人格を持っている248うち、無回答4を除いた組織の法人格の種類は、「特定非営利活動法人」50.4％
と「社会福祉法人」42.2％の両者とで大部分を占めている。（図表６・表＆グラフ）

11
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0 20 40 60 80 100

 類型 全体 事務所あり 事務所なし 無回答
  全体 322  267  82.9% 51  15.8% 4  1.3%
 Ａ　住民互助型 152  122  80.3% 30  19.7% 0  0.0%
 Ｂ　社協運営型 111  98  88.3% 10  9.0% 3  2.7%
 Ｃ　生協型 17  14  82.4% 3  17.6% 0  0.0%
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 12  9  75.0% 3  25.0% 0  0.0%
 Ｅ　農協型 5  3  60.0% 2  40.0% 0  0.0%
 Ｆ　行政関与型 3  3  100.0% 0  0.0% 0  0.0%
 Ｇ　施設運営型 3  3  100.0% 0  0.0% 0  0.0%
 Ｈ　その他 19  15  78.9% 3  15.8% 1  5.3%

■ 図表8　事務所の有無別×類型別

■ 図表9　事務所「あり」の割合

■ 図表7　事務所の有無

事務所あり
82.9%

事務所なし
15.8%

無回答
1.3%

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

82.9%

80.3%

88.3%

82.4%

60.0%

100.0%

100.0%

78.9%

75.0%

5．  事務所の所有率（問4）

　事務所の有無をみると、「ある」割合が全体の82.9％、
これに対し「ない」が15.8％である。（図表７）
　類型別にみると、事務所設置率は「B　 社協運営型」
が最も高く88.3％、次いで「C　生協型」82.4％、「A　
住民互助型」80.3％の順である。このほかの類型では
「D　ワーカーズコレクティブ」75.0％、「E　農協型」
60.0％となっている。なお、集計数が少ないため参考値で
はあるが、「F　行政関与型」「G　施設運営型」はすべ
て事務所を有している。（図表８・９）
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0 20 40 60 80 100

 類型 全体 会員制を採用 会員制を非採用 無回答
  全体 322  263  81.7% 42  13.0% 17  5.3%
 Ａ　住民互助型 152  128  84.2% 20  13.2% 4  2.6%
 Ｂ　社協運営型 111  97  87.4% 9  11.4% 5  1.2%
 Ｃ　生協型 17  15  88.2% 2  11.8% 0  0.0%
 Ｄ　ワーカーズコレクティブ 12  8  66.7% 3  25.0% 1  8.3%
 Ｅ　農協型 5  3  60.0% 1  20.0% 1  20.0%
 Ｆ　行政関与型 3  2  66.7% 1  33.3% 0  0.0%
 Ｇ　施設運営型 3  1  33.3% 1  33.3% 1  33.3%
 Ｈ　その他 19  9  47.4% 5  26.3% 5  26.3%

■ 図表11　助け合い活動における会員制採用の有無×類型別

■ 図表12　会員制を「採用している」割合

■ 図表10　助け合い活動における会員制採用の有無

会員制を採用
81.7%

会員制を非採用
13.0%

無回答
5.3%

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

81.7%

84.2%

87.4%

88.2%

66.7%

60.0%

66.7%

47.4%

　助け合い活動において会員制を「採用して
いる」割合は、全体の81.7％、これに対し「採
用していない」は13.0％である。（図表10）
　「採用している」を類型別にみると、「C　生
協型」が最も高く88.2％、次いで「B　社協運
営型」87.4％、「A　住民互助型」84.2％の
順である。（図表11・12）

6．  助け合い活動における会員制採用の有無（問５）
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 全体 322  161.5  96.1  65.4  1.7  
 Ａ 住民互助型 152  110.3  46.8  63.5  2.4  
 Ｂ 社協運営型 111  203.9  149.8  54.1  1.4  
 Ｃ 生協型 17  427.2  246.8  180.4  1.7  
 Ｄ ワーカーズコレクティブ 12  100.3  34.7  65.6  2.9  
 Ｅ 農協型 5  84.0  39.2  44.8  2.1  
 Ｆ 行政関与型 3  230.3  101.3  129.0  2.3  
 Ｇ 施設運営型 3  24.0  2.3  21.7  10.4  
 Ｈ その他 19  156.0  110.2  45.8  1.4  

■ 図表13　類型別助け合い活動の利用者登録、担い手登録の数（1組織あたりの平均／単位：人）

■ 図表14　年代別、性別助け合い活動の担い手登録の数（１組織あたりの平均）

担い手一人あたりの
登録者数（A/B）（AーB）類　　　　型 担い手登録数

（B）
利用者登録数
（A）

全体
（組織数）

7．  助け合い活動の利用者登録、担い手登録数（１組織あたりの平均）（問６・７）

　助け合い活動の「利用者登録数」は、全体では１組織あたり（平均）161人、同様に「担い手登録数」
が96人である。その結果、担い手一人あたりの利用者登録数は約2人（1.7人）ということになる。
　類型別にみると、「利用者登録数」、「担い手登録数」ともに多い組織は「C　生協型」である。これ
に「B　社協運営型」「F　行政関与型」が続いている。
　なお、各類型ごとに利用者登録数、担い手登録数（ともに１組織あたりの平均）や担い手一人あ
たりの登録者数をみると、かなり異なっていることがわかる。（図表13～ 16）
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全体 6.3  0.9  31.3  2.1  30.5  5.8  13.4  5.8  96.1 
 Ａ 住民互助型 2.3  0.5  17.5  1.0  16.1  3.1  4.5  1.9  46.8 
 Ｂ 社協運営型 8.1  0.9  38.4  3.0  48.8  10.2  28.2  12.1  149.8 
 Ｃ 生協型 13.8  1.2  109.1  5.7  86.4  8.8  20.4  1.4  246.8 
 Ｄ ワーカーズコレクティブ 2.2  0.0  22.6  0.4  6.8  1.5  1.1  0.1  34.7 
 Ｅ 農協型 0.0  0.0  12.2  0.0  23.0  0.0  4.0  0.0  39.2 
 Ｆ 行政関与型 13.7  1.3  35.0  2.7  30.3  4.3  9.3  4.7  101.3 
 Ｇ 施設運営型 0.0  0.0  0.7  0.3  0.7  0.0  0.7  0.0  2.3 
 Ｈ その他 24.4  4.5  45.6  3.9  11.1  4.0  5.7  11.1  110.2  

類　　　　型 合計
 20～30代 40～50代 60代 70代以上 

  女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性
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■ 図表18　サービスの種類と実施形態（複数回答）

■ 図表15　利用者登録数（人）
（平均・人・上位から下位へ）

  全体

 C 生協型

 F 行政関与型

 B 社協運営型

 I その他

 A 住民互助型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 G 施設運営型

161.5

427.2

230.3

203.9

156.0

110.3

100.3

84.0

24.0

■ 図表16　担い手登録数（人）
（平均・人・上位から下位へ）

  全体

 C 生協型

 B 社協運営型

 I　 その他

 F 行政関与型

 A 住民互助型

 E 農協型

 D ワーカーズ

 G 施設運営型

96.1

246.8

149.8

110.2

101.3

46.8

39.2

34.7

2.3

■ 図表17　担い手1人あたり数（人）
（平均・人・上位から下位へ）

  全体

 Ｇ 施設運営型

 Ｄ ワーカーズ

 Ａ 住民互助型

 Ｆ 行政関与型

 Ｅ 農協型

 Ｃ 生協型

 Ｉ その他

 Ｂ 社協運営型

1.7

10.4

2.9

2.4

2.3

2.1

1.7

1.4

1.4

 

　実施しているサービスの種類は、「家事援助」84.0％、「外出援助」73.3％、「話し相手」67.3％が
上位３項目で。次いで、「入浴」66.7％、「介護」54.7％が続いている。（図表18～ 21）

8．  サービスの種類と実施形態（問８）
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 1. 家事援助 267  84.0% 91.0% 38.2% 29.2% 18.7% 1.5%
  2. 介護 174  54.7% 68.4% 58.6% 40.2% 10.3% 1.7%
  3. 入浴 121  66.7% 57.0% 67.8% 34.7% 14.0% 3.3%
 4. 食事（配食） 139  43.7% 69.8% 23.7% 16.5% 24.5% 9.4%
  5. 外出援助 233  73.3% 85.8% 23.2% 28.3% 13.3% 3.0%
 6. 車による移送サービス 118  37.1% 79.7% 12.7% 11.0% 17.8% 11.0%
  7. デイサービス 76  23.9% 23.7% 75.0% 9.2% 25.0% 5.3%
  8. 宅老所 16  5.0% 93.8% 6.3% 0.0% 12.5% 0.0%
  9. 作業所・自立支援・就労移行／継続支援 18  5.7% 37.5% 12.5% 55.6% 27.8% 11.1%
 10. ショートステイ・宿泊 21  6.6% 66.7% 38.1% 9.5% 0.0% 9.5%
 11. グループホーム 14  4.4% 21.4% 42.9% 21.4% 7.1% 7.1%
 12. 住宅改造 16  5.0% 43.8% 62.5% 18.8% 0.0% 18.8%
 13. 相談・助言 103  41.5% 78.0% 31.1% 21.2% 15.9% 13.6%
 14. 話し相手 214  67.3% 93.9% 6.5% 4.7% 7.0% 4.2%
 15. サロン活動 100  31.5% 68.0% 0.0% 2.0% 0.0% 25.0%
 16. 保育・教育サービス 96  30.2% 77.1% 0.0% 3.1% 32.3% 4.2%
 17. 財産管理・保全サービス 27  8.5% 22.2% 0.0% 0.0% 14.8% 63.0%
 18. 小規模多機能型居宅介護 8  2.5% 0.0% 100.0% 0.0% 12.5% 0.0%
 19. 居宅介護支援（ケアマネージャー） 78  23.6% 0.0% 100.0% 6.4% 11.5% 0.0%

サービスの種類
 実施の有無

組織数

※集計の対象は318施設。

実施率 その他助け合い
活動

介護保険
制度

障害福祉
サービス

行政からの
委託

 実施形態（複数回答）
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■ 図表19　サービスの種類（複数回答）

■ 図表20　助け合いで実施しているサービスの種類（複数回答）
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 家事援助

外出援助

話し相手

入浴

介護

食事（配食）

相談・助言

車による移送サービス

サロン活動31.5%

保育・教育サービス

デイサービス

居宅介護支援（ケアマネージャー）

財産管理・保全サービス

ショートステイ・宿泊

作業所・自立支援・就労移行／継続支援

宅老所

住宅改造

グループホーム

小規模多機能型居宅介護

84.0%

66.7%

43.7%

23.9%

5.7%

6.6%

4.4%

5.0%
5.0%

41.5%

67.3%

30.2%

8.5%

2.5%

23.6%

0 20 40 60 80 100

話し相手

宅老所

家事援助

外出援助

車による移送サービス

相談・助言

保育・教育サービス

食事（配食

介護

サロン活動

ショートステイ・宿泊

入浴

住宅改造

作業所・自立支援・就労移行／継続支援

デイサービス

財産管理・保全サービス

グループホーム

小規模多機能型居宅介護

居宅介護支援（ケアマネージャー）  

85.8%

79.7%

69.8%

68.4%

68.0%
66.7%

43.8%

23.7%

22.2%

21.4%
0.0%
0.0%

0 20 40 60 80 100

73.3%

54.7%

37.1%
31.5%

93.9%
93.8%

91.0%

78.0%
77.1%

57.0%
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0 20 40 60 80 100

■ 図表21　介護保険制度、障害福祉サービス、行政からの委託で実施しているサービスの種類（複数回答）

 

 全体 
 A 住民互助型
 B 社協運営型
 C 生協型
 D ワーカーズコレクティブ
 E 農協型
 F 行政関与型
 G 施設運営型
 H その他

 

 332  39.0% 9.9% 51.1%
 152  37.2% 12.2% 50.6%
 111  41.0% 7.4% 51.6%
 17  28.4% 2.2% 69.4%
 12  37.9% 8.5% 53.6%
 5  99.0% 0.0% 1.0%
 3  61.5% 4.0% 34.5%
 3  61.7% 36.0% 2.3%
 19  33.7% 6.4% 59.9%

■ 図表22　ホームヘルプサービス利用者の内訳
（サービス利用者の内訳）

類　　　　型 全体
サービス利用者

介護保険
制度

障害福祉
サービス その他

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

39.0%

37.2%

41.0%

28.4%

37.9%

99.0%

61.5%

61.7%

33.7%

9.9%

12.2%

7.4%

2.2%

8.5%

4.0%

36.0%
6.4%

介護保険制度　　　障害福祉サービス　　　その他

51.1%

50.6%

51.6%

69.4%

53.6%

1.0%

34.5%

2.3%

59.5%
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9．  ホームヘルプサービス利用者の該当制度の内訳（問９）

　ホームヘルプサービス利用者の制度別の内訳は、サービス利用者では、「介護保険制度」39.0％、「障害
福祉サービス」9.9％、「その他」51.1％である。同様に、活動時間では、「介護保険制度」39.6％、「障害福祉
サービス」11.7％、「その他」48.7％で、サービス利用者と活動時間はほぼ同様の割合となっている。（図表
21・表＆グラフ）
　類型別にみると、サービス利用者の内訳で「介護保険制度」の割合が多いのは「E　農協型」、であり、「障
害福祉サービス」では、「G　施設運営型」が最も
高い割合を示している。（図表22・表＆グラフ）

0 20 40 60 80 100

介護保険制度
障害福祉サービス
行政からの委託

家事援助 38.2% 29.2% 18.7%

介護 58.6% 40.2% 10.3%

入浴 67.8% 34.7% 14.0%

食事（配食） 23.7% 16.5% 24.5%

外出援助 23.2% 28.3% 13.3%

車による移送サービス 12.7% 11.0% 17.8%

デイサービス 75.0% 9.2% 25.5%

宅老所 6.3% 12.5%

作業所・自立支援・就労移行／継続支援 12.5% 55.6% 27.8%

ショートステイ・宿泊 38.1% 9.5%

グループホーム 42.9% 21.4% 7.1%

住宅改造 62.5% 18.8%

相談・助言 31.1% 21.2% 15.9%

話し相手 6.5% 7.0%

サロン活動 2.0%

保育・教育サービス 32.3%

財産管理・保全サービス 14.8%

小規模多機能型居宅介護 100% 12.5%

居宅介護支援（ケアマネージャー） 100% 6.4% 11.5%

3.1%

4.7%
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0 20 40 60 80 100

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

39.6%

37.6%

41.8%

29.7%

41.9%

49.0%

72.5%

61.7%

38.4%

11.7%

14.7%

7.5%

2.2%

18.9%

5.0%

36.0%
8.0%

48.7%

47.7%

50.7%

68.1%

39.2%

51.0%

22.5%

2.3%

53.3%

 

 全体 
 A 住民互助型
 B 社協運営型
 C 生協型
 D ワーカーズコレクティブ
 E 農協型
 F 行政関与型
 G 施設運営型
 H その他

 

 332  39.6% 11.7% 48.7%
 152  37.6% 14.7% 47.7%
 111  41.8% 7.5% 50.7%
 17  29.7% 2.2% 68.1%
 12  41.9% 18.9% 39.2%
 5  49.0% 0.0% 51.0%
 3  72.5% 5.0% 22.5%
 3  61.7% 36.0% 2.3%
 19  38.7% 8.0% 53.3%

類　　　　型 全体
サービス利用者

その他

（活動時間の内訳）

■ 図表23　助け合い活動と介護保険事業の両方を
 　行っている場合の担い手の区別×類型別

別々の者が
行っている
16.8%

同じ者が行ってい
るが、助け合い事
業を行っている時
と、介護保険事業
を行っている時と
別々に管理してい
る（A)

32.5%

同じ者が行っている
が、助け合い事業を
行っている時と、介護
保険事業を行ってい
る時と特に管理の区
別はしていない（B)

4.0%

その他（C）
6.2%

無回答（D）
40.5%

介護保険
制度

障害福祉
サービス

介護保険制度　　　障害福祉サービス　　　その他

　助け合い活動と介護保険事業の両者を行っている場合の担い手の区別については、「別々の者が
行っている」割合が16.8％、「同じ者が行っている」が36.5％である。「同じ者が行っている」内訳は、
「助け合い事業を行っている時と、介護保険事業を行っている時と別々に管理している」32.5％、
「助け合い事業を行っている時と、介護保険事業を行っている時と特に管理の区別はしていない」
4.0％となっている。（図表23）
　類型別にみると、「別々に行っている」が多い類型は、「F　行政関与型」「E　農協型」「B　社協運
営型」である。「同じ者が行っている」が多
い類型では、「D　ワーカーズコレクティ
ブ」などとなっている。（図表24・25）

10．  助け合い活動と介護保険事業の両方を行っている場合の担い手の区別（問１０）
※「両者を行っていないので、答えられない」を除いて集計した。

18
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体
 A 住民互助型
 B 社協運営型
 C 生協型
 D ワーカーズコレクティブ
 E 農協型
 F 行政関与型
 G 施設運営型
 H その他

 274  46  16.8% 89  32.5% 11  4.0% 100  36.5%
 131  6  4.6% 56  42.7% 11  8.4% 67  51.1%
 89  33  37.1% 14  15.7% 0  0.0% 14  15.7%
 14  2  14.3% 2  14.3% 0  0.0% 2  14.3%
 12  0  0.0% 8  66.7% 0  0.0% 8  66.7%
 5  2  40.0% 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0%
 2  1  50.0% 0  0.0% 0  0.0% 0  0.0%
 3  1  33.3% 1  33.3% 0  0.0% 1  33.3%
 18  1  5.6% 8  44.4% 0  0.0% 8  44.4%

全体
 A 住民互助型
 B 社協運営型
 C 生協型
 D ワーカーズコレクティブ
 E 農協型
 F 行政関与型
 G 施設運営型
 H その他

 274  17  6.2% 111  40.5% 128  46.7%
 131  9  6.9% 49  37.4% 58  44.3%
 89  6  6.7% 36  40.5% 42  47.2%
 14  0  0.0% 10  71.4% 10  71.4%
 12  1  8.3% 3  25.0% 4  33.3%
 5  1  20.0% 2  40.0% 3  60.0%
 2  0  0.0% 1  50.0% 1  50.0%
 3  0  0.0% 1  33.3% 1  33.3%
 18  0  0.0% 9  50.0% 9  50.0%

 類　　　型 全体 その他（C） 無回答（D） （C＋D）

■ 図表24　類型別助け合い活動と介護保険事業の両方を行っている場合の担い手の区別

類　　　型 全体 （A＋B）別々の者が
行っている

同じ者が行っている
が、助け合い事業を行
っている時と、介護保
険事業を行っている時
と別々に管理している

（A)

同じ者が行っている
が、助け合い事業を行
っている時と、介護保
険事業を行っている時
と特に管理の区別はし
ていない

（B)

■ 図表25　類型別助け合い活動と介護保険事業の両方を行っている場合の担い手の区別

別々の者が行っている

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

16.8%

4.6%

37.1%

14.3%

33.3%

0.0%

40.0%

50.0%

5.6%
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■ 図表26　平成20年度の収入総額と内訳×類型別

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

32.5

42.7%

15.7%

14.3%

66.7%

0.0%

0.0%

44.4%

4.0%

8.4%

33.3%

同じ者が行っているが、助け合い事業を行っている時と、介護保険事業を行っている時と別々に管理している

同じ者が行っているが、助け合い事業を行っている時と、介護保険事業を行っている時と特に管理の区別はしていない

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 322 288 4,247.5 630.8 64.5 2,036.7
 152 144 3,355.1 503.2 43.7 1,980.2
 111 95 3,860.1 433.9 51.1 1,622.7
 17 15 1,960.6 390.5 79.2 939.6
 12 11 2,414.9 829.9 14.3 1,053.3
 5 3 147.3 40.7 14.3 0.0
 3 3 11,488.7 2,079.3 950.7 0.0
 3 2 6,613.5 0.0 186.5 700.0
 19 15 17,955.9 3,109.7 187.4 8,012.4

類　　　型 全体の
回収数

有効
回答数

収入総額
（万円）

助け合い活動
の利用料収入
（万円）

会費収入
（万円）

介護保険に
関わる収入
（万円）

20

※1組織あたりの平均金額。内訳の記入のあるところのみ集計。11．  平成19年度収入総額（問１１）

　平成19年度の1組織あたりの収入総額と内訳（ともに平均値）は図表26の通りである。内訳の
構成比をみると、「介護保険に関わる収入」が48.0％を占め最も多くなっている。（図表27）
　類型別でみると、「介護保険に関わる収入」の割合が最も多く占めている組織は「A　住民互助型」
「C　生協型」である。「助け合い活動の利用者収入」の割合が多い組織は、「D　ワーカーズコレク
ティブ」「E　農協型」となっている。「（図表28・29）
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全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 364.2 376.9 133.7 121.6 519.1
 277.0 153.6 81.5 37.8 278.1
 224.6 376.9 235.9 23.7 891.3
 49.9 4.2 49.2 2.3 445.7
 219.0 196.3 17.4 10.4 74.3
 0.0 22.7 45.0 5.0 19.6
 0.0 1,546.7 633.3 6,242.0 36.7
 5,023.5 0.0 263.5 240.0 200.0
 2,031.3 2,912.0 58.9 530.8 1,113.4

類　　　型 自立支援法
制度等収入

行政からの
事業委託収入

助成金
収入 その他寄附金

収入

■ 図表27　平成20年度の収入内訳（割合）×類型別

（単位：万円）

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 100% 14.9% 1.5% 48.0% 8.6%
 100% 15.0% 1.3% 59.0% 8.3%
 100% 11.2% 1.3% 42.0% 5.8%
 100% 19.9% 4.0% 47.9% 2.5%
 100% 34.4% 0.6% 43.6% 9.1%
 100% 27.6% 9.7% 0.0% 0.0%
 100% 18.1% 8.3% 0.0% 0.0%
 100% 0.0% 2.8% 10.6% 76.0%
 100% 17.3% 1.0% 44.6% 11.3%

類　　　型 全体 助け合い活動
の利用料収入 会費収入 介護保険に

関わる収入
自立支援法
制度等収入

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 8.9% 3.1% 2.9% 12.2%
 4.6% 2.4% 1.1% 8.3%
 9.8% 6.1% 0.6% 23.1%
 0.2% 2.5% 0.1% 22.7%
 8.1% 0.7% 0.4% 3.1%
 15.4% 30.5% 3.4% 13.3%
 13.5% 5.5% 54.3% 0.3%
 0.0% 4.0% 3.6% 3.0%
　 16.2% 0.3% 3.0% 6.2%

類　　　型 行政からの
事業委託収入

助成金
収入 その他寄附金

収入

21

Ⅱ 調査結果
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

14.9%

15.0%

11.2% 1.3%

19.9% 4.0%

34.4% 0.6%

18.1% 8.3%

9.7%27.6%

1.0%17.3%

1.5%

1.3%

2.8%

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

48.0%

59.0%

42.0% 5.8%

47.9% 2.5%

43.6% 9.1%

0.0%

0.0%

44.6% 11.3%

8.6%

8.3%

76.0%10.6

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

4.6%

9.8%

2.5%
0.2%

6.1%

0.7%8.1%

13.5% 5.5%

15.4% 30.5%

0.3%16.2%

3.1%8.9%

2.4%

4.0%

助け合い活動の利用料収入

会費収入

■ 図表28　平成20年度の収入内訳（割合・寄附金とその他を除く）

介護保険に関わる収入

自立支援法制度等収入

行政からの事業委託収入

助成金収入

22
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0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

■ 図表29-1　平成20年度の支出総額における介護保険関連事業費（人件費含む）×類型別

全体 
Ａ　住民互助型 
Ｂ　社協運営型 
Ｃ　生協型 
Ｄ　ワーカーズコレクティブ 
Ｅ　農協型 
Ｆ　行政関与型 
Ｇ　施設運営型 
Ｈ　その他 

 178 5,798.2 3,284.1 56.6%
 105 3,998.8 2,424.1 60.6%
 46 5,582.3 3,821.1 68.5%
 5 4,229.1 3,342.3 79.0%
 7 2,760.3 1,380.7 50.0%
 1 86.0 2.0 2.3%
 3 7,529.0 133.3 1.7%
 2 6,683.5 4,972.0 74.3%
 9 30,975.9 13,059.3 42.1%

類　　　型 有効
回答数

総支出額
（万円）
A

支出総額のうちの
介護保険関連事業（万円）

B
B／A

 全体

 A 住民互助型

 B 社協運営型

 C 生協型

 D ワーカーズ

 E 農協型

 F 行政関与型

 G 施設運営型

 H その他

68.5%

79.0%

50.0%

1.7%

2.3%

42.1%

56.6%

60.6%

74.3%

■ 図表29-2　平成20年度の支出総額における介護保険関連事業費（人件費含む）の割合

23

Ⅱ 調査結果

　平成20年度の支出総額に占める介護保険関連事業（ともに平均値）の割合は、全体では56.6％
となっている。（図表29-1・2）
　類型別にみると、「B　社協運営型」68.5％、「A　住民互助型」60.6％などとなっている。（他の類
型は集計サンプルが少ないため参考値扱い）

12．  支出総額における介護保険関連事業費（人件費を含む）（問11）
※集計対象は、介護保険関連事業を実施している組織で、支出総額と介護保険関連事業費の両方の回答があった票のみ。
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■ 図表30　サービスの種類ごとの利用料、担い手の受取額（1組織あたりの平均）

1. 内容にかかわらず定額

2. 日常生活のお手伝い（家事援助等）

3. 介護・介助

4. 給食・配食

5. 移送

6. いきいきサロン・ミニデイ（たまり場）の提供

7. その他   

 1時間 828.9 164 1時間 688.2 165
 1　回 770.2 25 1　回 735.4 24
 1時間 886.3 76 1時間 759.9 78
 1　回 745.0 12 1　回 625.0 10
 1時間 1,060.9 53 1時間 859.6 53
 1　回 933.3 9 1　回 716.7 9
 1　食 596.2 29 1時間 528.4 20
    1　回 518.9 9
 1　回 673.8 29 1時間 567.1 21
    1　回 586.3 8
 1　回 787.5 28 1　回 626.8 28
   
 1時間 1,022.8 32 1時間 925.6 32
 1　回 3,340.0 5 1　回 2,740.0 5

サービスの種類
利用料

金額（円） 集計数 金額（円） 集計数
担い手の受取額

24

　サービスの種類ごとの利用料、担い手の受取額は、図表30の通りである。

13．  サービスの種類ごとの利用料、担い手の受取額（問12・１組織あたりの平均）

14．  直面している活動の課題について（問13・フリー回答）　　　　　回答団体数193

A　住民互助型
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B　社協運営型
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C　生協型
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E　農協型

F　行政関与型

G　施設運営型

H　ファミリーサービスクラブ

 I 　その他



「住民参加型在宅福祉サービス団体活動実態調査」
調査票

「住民参加型在宅福祉サービス団体活動実態調査」
調査票
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